
 

 



Ⅰ 地域における包摂的成長

2021 年 6 月の経済産業省産業構造審議会総

会では，「経済産業政策の新機軸─新たな産業

政策への挑戦─」が打ち出された1)。同省が新

しい産業政策を提起した背後には，「中国製造

2025」に対抗する米国バイデン政権の成長戦

略2) や，ポストコロナにおけるグリーンやデジ

タルへの移行を進める EU の産業政策3) があ

り，主に参照されたのは欧米の研究者の見解で

あった。

たとえば，Journal of Industry, Competition

and Trade 誌の 20 巻 2 号は，「新しい産業政

策」に関する特集号となっており，冒頭の

Aiginger and Rodrik（2020）では，21 世紀の

アジェンダとして，産業政策の再生が掲げられ

ていた。そこでは，「市場の失敗」を是正する

従来からの産業政策の捉え方にとらわれず，官

民共同，地域や場所の重視，より広い社会課題

を含む未知の領域への探求プロセスなどに射程

を広げることが指摘された。また，同じ号に収

録されている Mazzucato, Kattel, and Ryan-

Collins（2020）では，SDGs に関係するクリー
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地域経済の包摂的成長と

産業立地政策の課題

地域経済の包摂的成長は，さまざまな空間スケールで重要な政策的課題になっている。地域内においては，

地域産業のあり方をめぐる議論がこれまでは中心で，多様性についても産業に焦点が当てられていた。これに

対し，包摂的成長の議論では，地域雇用における多様性，女性や高齢者，外国人など多様な主体の参加に力点

が置かれている。

地域間においても，従来は，経済的効率と地域的包摂的成長とはトレードオフの関係として捉えられてきた

が，最近では両者の関係強化が注目されてきている。国内回帰を重視する立地政策により，国内の地域間格差

の是正を図り，ひいては多様な工業構造を活かし，包摂的成長を達成しようとする戦略が重要といえる。

日本でも，「サプライチェーン対策のための国内投資促進事業費補助金」など，国内投資を重視する方向性

が示されているが，現行の「地域未来投資促進法」のより積極的な活用を通じて，地域経済の包摂的成長を実

現していくことが求められる。



ンな海洋をめざす取り組みを事例に，業界をま

たぐイノベーションやボトムアップの市民参加

など，多様な主体間関係に特徴づけられるミッ

ション志向の産業政策が強調されていた。

その後，産業構造審議会の下に，経済産業政

策新機軸部会（座長：伊藤元重東京大学名誉教

授）が設けられ，2021 年 11 月〜22 年 4 月まで

に 8 回の会議が開催され，6 月に中間整理案が

取りまとめられた。そこでは，地域に関する政

策は，「経済社会システムの基盤の組み換え」

の⑤「包摂的成長」のテーマとして，中小企

業，文化経済とともに取り上げられ，同部会の

中間整理案では，目指すべき経済社会のビジョ

ンに関して，「経済成長・国際競争力強化およ

び多様な地域や個人の価値を最大化する包摂的

成長の両者を実現する」とされた4)。

Inclusive Growth については，世界経済

フォーラム，欧州委員会，スコットランド政府

などによる定義を通して，成長とともに，公

正，多様な主体の参加，公平な分配といった諸

点が挙げられているが，依然としてあいまいで

ある（Lee, 2019, p.427）5)。2022 年にオックス

フォード大学出版局から刊行された著書の第 1

章で，編者の Valerie Cerra は，包摂的成長の

フレームワークを図示しているが，ジェン

ダー，世代，環境とともに，地域が取り上げら

れ（Cerra, 2022, p.21），同著の第 17 章では，

地域間格差の是正が包摂的成長につながる点が

示唆されている。

こうした議論を踏まえ，本稿では，地域経済

の包摂的成長を取り上げ，求められる政策を考

えることにするが，政策分野については，筆者

が専門とする産業立地政策を中心に検討するこ

とにしたい。とはいえ，包摂的成長の空間的ス

ケールはあいまいで（Lee, 2019, p.429），どこ

から手をつけたらよいか迷うところだが，地域

内と地域間に分けて，地域経済成長や産業立地

政策に関わる既存の議論に，包摂的成長に関す

る新たな観点を加えることにしたい。

Ⅱ 地域内の多様性を通じた包摂的成長

地域経済の成長理論として知られる経済基盤

説（移出ベース理論）では，地域経済を構成す

る産業部門を，域外から所得を得てくる基盤産

業（basic industry）と消費活動などの域内で

の所得循環により成立する非基盤産業（nonba-

sic industry）とに区分し，両者の関係で地域

経済が成り立っているとする（図 1）．地域経

済を牽引する基盤産業のあり方をめぐっては，

特定産業に特化すべきか（「マーシャル型」），

それとも産業の多様化を進めていくべきか

（「ジェイコブズ型」）といった議論がなされて

きた（松原，2014）

また，ヨーロッパでは最近，進化経済地理学

を唱える研究者らにより，特定産業への特化よ

りもむしろ，地域産業の多様化に関する議論が

活発になされている。そこでは，必要とされる

技術や知識がある程度類似した産業が多数存在

する「関連多様性」（related variety）と，多

様な産業が存在していてもそれら産業間の技術

的関連性が低い「非関連多様性」（unrelated

variety）とを，産業中分類と細分類との散ら

ばり方をもとに指標化し，「関連多様性」が高

いと知識のスピルオーバーを促進し，イノベー

ションにつながる，「非関連多様性」が高いと

不況などの外的ショックを吸収する効果がある

のではないか，といった仮説を検証したり，そ

れぞれの多様性が地域の成長にどう関わるかを

検討している（Frenken et al., 2007, Boschma
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and Frenken, 2012 など）。

また，Boschma et al.（2017）は，地域多様

性の理論を深めるために，進化経済地理学の成

果を整理するとともに，「寄せ集め」（brico-

lage）によるニッチ分野の開拓を通じた経路創

造など，「非関連多様性」の意義に注目してい

る。その上で，地域多様化に向かう過程を，地

域産業の関連がみられるか否か，地域産業部門

が既存のものかニッチか，といった組合せをも

とに，「複製」（replication），「移植」（trans-

plantation），「外適応」（exaptation），「激変」

（saltation）の 4 つに類型化している。たとえ

ば，農業に特化していたデンマークの地域が風

力タービンの生産という非関連ニッチに多様化

する場合もあれば（非関連でニッチ・激変），

ICT に特化したシリコンバレーが自動運転に

関するニッチを創造する（関連でニッチ・外適

応）といった変化がある。

このように，地域産業のあり方をめぐる議論

がこれまでは中心で，多様性についても産業に

焦点が当てられていた。これに対し，包摂的成

長の議論では，地域雇用における多様性，女性

や高齢者，外国人など多様な主体の参加に力点

が置かれているといえよう。

地域内での包摂的成長に関する具体的な政策

については，スコットランドでの研究成果が参

考になる（Waite and Roy, 2022）。そこでは，

2015 年にスコットランド政府により提示され

た包摂的成長に関するアジェンダに対して，ス

コットランド内の 4つの地域の政策主体が，包

摂的成長をどのように捉え，いかなる施策を実

施してきたかについて，分析がなされている。

石油・ガス産業のリストラクチャリングに直

面するアバディーンでは，不利な条件にある

人々やローカルビジネスへの利益配分，高校や

大学での技能訓練など，中心都市のエディンバ

ラでは，統合された地域的就業能力や技能プロ

グラム，過去の産業遺産が残るグラスゴーで

は，貧困地区対策，技能や就業能力プロジェク

ト，後発的なノース・エアシャーでは，技能，

失業，生産性の向上，健康問題への対応という

ように，それぞれの地域の特性に応じて，施策

内容も多様になっていた。

なお，経済基盤説は，当該地域のみに焦点を

当てた 1地域中心の成長論といえ，地域内の包

摂的成長の議論も，それぞれの地域の特性に応

じた内容になっていた。次に地域間の包摂的成

長について，議論を移していくことにしたい。

Ⅲ 地域間格差の是正を通じた

包摂的成長

1 地域中心の経済基盤説に対して，2 地域間

の関係については，均衡論の立場に立つ考え方

と不均衡論に属する考え方とが対立してきた

（松原，2022，pp.58-61）。地域間の格差は，

生産要素の移動により自動調節的に縮小すると

する新古典派の均衡論に対して，不均衡論の代

表的見解に，ミュルダールの累積的因果関係論
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がある（図2）。

ミュルダール（Myrdal, 1957）は，国際間・

国内間の地域間格差の形成要因として，①市場

諸力の累積的効果，②波及効果と逆流効果のバ

ランス，③国家の民族主義的政策と平等主義的

政策の 3点をあげている。国際間の地域間格差

については，市場諸力の累積的効果，世界国家

の欠如，人類相互の連帯性の欠如といった理由

によって，不平等が累積的・循環的に増大する

という傾向を指摘している。

ただし，ミュルダールの議論は，格差拡大一

辺倒の議論ではない点に注意する必要がある。

彼は，開発国と低開発国に分け，それぞれの地

域間格差を検討している。開発国では，波及効

果が逆流効果を上回るため地域間格差が縮小，

これとは反対に低開発国では，逆流効果が波及

効果を上回るため地域間格差が拡大する傾向に

あることを指摘している。そこでは，波及効果

と逆流効果双方への政策的な関与が重視され，

そうした政策の背後にある主体の意識に言及が

なされている点にも注目すべきであろう。

ところで，上述したように，Cerra の編著の

第 17 章では，地域間格差と包摂的成長との関

係が論じられている（Floerkemeier, Spatafora,

and Venables, 2022）。SDGs の観点からは，先

進国と途上国の問題が一緒に論じられることが

多いが，そこでは先進国と途上国に分けて，地

域間格差の問題が整理されている。すなわち，

先進国経済において，1980 年代後半以降地域

間格差が拡大していることが指摘され，そうし

た格差の拡大については，国際的な競争と技術

変化との関係が指摘され，空間経済学による集

積の経済に関する説明が用いられている。かつ

ては，経済的効率と地域的包摂的成長とはト

レードオフの関係として捉えられてきたが，最

近では両者の関係強化が政策的課題として取り
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図2 ミュルダールの循環的・累積的因果関係論



上げられている。

こうした地域間格差に関連して，2008 年の

世界金融危機後の経済格差の拡大に対して，ア

メリカ合衆国ではオバマ政権下で製造業の国内

回帰の奨励が始まり，2016 年からのトランプ

政権で強化され，2021 年からのバイデン政権

にも引き継がれている。先進国と新興国間の生

産コスト差の縮小，サプライチェーンの短縮と

いった製造業の環境変化や経済安全保障の重視

によって，国内回帰が進むとともに，そうした

国内回帰企業の立地特徴を分析した欧米の研究

成果によると，「元の地域であるとは限らず，

より立地条件の良い地域が選好される」，「新た

な技術を導入するための人材や取引先などが充

実していることも重要」とされていた（鎌倉，

2023，pp.7-11）。また，ヨーロッパでの「再

工業化」に関する分析結果によると，「再工業

化の方向性は地域によって多様であり，かつ特

定の工業分野の成長に依存したものでなかっ

た」とまとめられている。国内回帰と再工業化

に関する研究は，国内回帰を重視する立地政策

により，国内の地域間格差の是正を図り，ひい

ては多様な工業構造を活かし，包摂的成長を達

成しようとする戦略が重要であることを示唆し

ている。

Ⅳ 求められる産業立地政策

産業立地や立地政策の現場では，イギリスの

EU 離脱，トランプ政権による NAFTA 再交

渉，バイデン政権による対中国戦略，ロシアの

ウクライナ侵攻に対する G7 各国の対応など，

めまぐるしく変わる国際政治の影響を強く受け

るようになってきている。経済合理性に基づく

企業の立地行動やグローバルに構築されてきた

空間分業に対して，工場の立地先や原材料の調

達先を変更させる動きや国内回帰を促す政策を

採用する国が増えている。

日本でも，新型コロナウイルス感染症の拡大

に伴い，サプライチェーンの脆弱性が顕在化し

たことを理由に，2020 年から経済産業省が，

「サプライチェーン対策のための国内投資促進

事業費補助金」による施策を展開した6)。

冒頭で紹介した産業構造審議会経済産業政策

新機軸部会では，2023 年 6 月に「第 2 次中間

整理」をまとめているが，国内投資に関して，

「国内投資を進める上で目指すべきは，単なる

海外生産拠点の国内回帰にフォーカスすること

ではない。むしろ，世界中で投資先を選択する

グローバル企業にとって，日本を投資先とする

意義は，世界の社会課題解決に貢献し，日本で

も需要拡大が期待される高付加価値な製品サー

ビスの生産拠点か，研究開発等のイノベーショ

ン拠点が主なものになると考えられる」（p.7）

と述べている。また，「特に，成長分野におい

て世界規模で立地誘導の政策競争が起きている

ことに留意する必要がある」とし，「人口減少

でも企業に魅力的な投資先として国内投資・イ

ノベーションを活発化させる」（p.11）として

いる。

さらに，2023 年 12 月に経済産業省により打

ち出された「GX実現に向けた投資促進策を具

体化する『分野別投資戦略』」では，投資促進

策の基本原則として，①産業競争力強化・経済

成長及び排出削減のいずれの実現にも貢献する

こと，②国内の人的・物的投資拡大につながる

ものが掲げられた。今後，鉄鋼，化学，セメン

トなどの素材工業では，各工場内およびコンビ

ナートで工程革新が行われ，国内での選択的投

資が進むことが予想され，パワー半導体や蓄電
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池など，国際競争力があり，カーボンニュート

ラルに寄与する分野を中心に，国内既存工場の

再編と新規立地が進むことが考えられる。

こうした国内投資，イノベーション，カーボ

ンニュートラル等に向けた動きに対して，現行

の産業立地政策が対応しているかというと，必

ずしも十分とはいえないと思われる。

2017 年に施行された「地域未来投資促進法」

では，2007 年からの「企業立地促進法」と同

様に，都道府県や市町村が基本計画を作成し，

国が同意する仕組みが継承されたために，2022

年 12 月末時点で同意された基本計画は 263 を

数える（図 3）。基本計画の作られ方は地方ブ

ロックごとに多様で，北陸や九州では県を単位

としているのに対し，北海道では単独もしくは

複数の市町村を単位としている。関東，中部，

近畿では，県と市および地域を，東北や中国，

四国はそれらに産業分野が加わる形で，基本計

画が策定されている。

同法では，産業集積という用語はみられず，

集積業種・区域の選定がなくなり，製造業だけ

ではなく，IT 産業やコンテンツ産業，農林水

産業，観光業やスポーツビジネスなど，幅広い

業種の企業による「地域経済牽引事業」がター

ゲットになっている。

都道府県別の地域経済牽引事業計画数をみる

と，新潟県が 305 件で最も多く，長野県（213

件）がこれに次ぎ，以下熊本県，愛知県，埼玉

県の順であった。これに対し，50 件以下の県

が地方圏で多く，地域間の差が目立った。包摂

的成長の観点からは，地域間格差が少なく，多

様な主体の参加が求められるが，「地域未来投

資促進法」に関する理解を広げていくことが重

要となろう。

筆者は，経済産業省の産業構造審議会および

地域経済産業分科会などの会議の場で，地域密

着型の産業集積の重要性とともに，国際競争力

を発揮するためには，広域的な圏域での産業集

積の形成が必要であることを繰り返し主張して

きた。「地域未来投資促進法」の枠組みのなか

にも，広域的な連携を含む，地域の公設試験研

究機関等が連携する「連携支援事業」が，国承
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図3 地域経済牽引事業計画の承認スキーム

注：図中の○は各地域経済牽引事業を示し，番号は以下の事業例を示す。

①先端ものづくり分野，②農林水産，地域商社，③第４次産業革命関連

④観光，スポーツ，文化，まちづくり関連，⑤ヘルスケア，教育サービス等。

出所：「地域未来投資促進法案について」（経済産業省地域経済産業グループ

2017 年 2 月 28 日）をもとに松原作成。



認の事業として新設されている。ただし，それ

ぞれの県の中での「連携支援計画」が多く，県

を超えた「連携支援計画」は，未だ限られてい

る7)。

2023 年 5 月に開催された地域経済産業分科

会では，「産業立地政策について」と題した報

告がなされた。そこでは，「産業立地政策は，

重要産業等の国内立地を促進し，また，企業誘

致・工場立地等を通じて地域経済を活性化させ

ることから，今後，その再構築を図っていくこ

とが必要」，「産業立地政策を展開していくにあ

たっては，国と地方が適切な役割分担の下に進

めることが必要」，「地方経済産業局が積極的な

役割を果たすことが期待される」といった点が

指摘された。

現在，「地域未来投資促進法」は後半戦に

入っているが，地域内，地域間における地域経

済の包摂的成長の議論を踏まえ，地域の多様性

を活かし，国内投資を地域間格差の是正につな

げていく戦略性をもった政策展開が求められ

る。

［注］

1）松原（2023）では，日本における産業政策に関する既存研

究を整理し，欧米における最近の議論が，日本の産業政策の

現場とどう関わるのか，また今後の産業政策の展開にいかな

る意味をもつのかを検討した。

2）バイデン政権による「新産業政策アプローチ」の主な内容

は，半導体産業，新エネルギー技術，国内サプライチェー

ン，ワクチン開発に関わるもので，重点技術分野について

は，地域イノベーションハブの重要性についても指摘されて

いる（Bonvillian，2021，pp.10-24）。

3）ユニバーシティ・カレッジ・ロンドンのマッツカート教授

の著書によると，2017 年から 2018 年にかけて，欧州委員会

の諮問委員としてミッション志向のアプローチをイノベー

ション政策に取り入れるのを支援したとされる（Mazzucato,

2018：マッツカート，2021）。

4）2023 年 6 月にまとめられた「経済産業政策新機軸部会第 2

次中間整理」では，「少子化対策に資する地域の包摂的成長」

とされ，ミッション志向の産業政策の 1 つとして位置づけの

変更がなされた。

5）Inclusive Growth についてインターネットで調べてみると，

国連や IMF などが地球規模での貧困や格差問題への対応と

して取り上げている事例が多くみられた。一方，先進国内で

は，イギリスの大都市内での貧困地区対策が目に付いた。筆

者は，もう 1 つ別に，個性豊かな多様な地域を包摂して，そ

れぞれの地域が力を出し合うことで，新たな成長がもたらさ

れる，イノベーションを起こし，地域の競争力を向上させる

方向性が重要だと考える。

松原（2024）では，地域中核都市である福井市，地場産業

の盛んな鯖江市，分工場経済で成長する越前市といった個性

ある都市群と隣接する中山間地域の池田町を取り上げ，付加

価値の高い農林産物を都市住民に販売するとともに，地方創

生交付金などを上手に使いながら，廃校跡をインキュベー

ション施設に活用し，「関係人口」を呼び込む取り組みなど

を積極的に行っていることを紹介した。

6）2021 年度の第 2 次公募の採択結果をみると，280 件，約

3,118 億円の工場の新設や設備導入支援の応募があり，151

件，約 2,095 億円が採択された。このうち，64 件が半導体関

連，電動車関連，洋上風力関連等の「生産拠点の集中度が高

い製品・部素材」，66 件がその生産等に必要な部品等で，21

件がワクチン用注射液や医療用ゴム手袋など，「国民が健康

な生活を営む上で重要な製品・部素材」となっていた。2022

年度の第 3 次公募では，85 件，約 974 億円の採択が決定さ

れ，うち 56 件が半導体関連であった。2020 年度の第 1 次公

募の採択事業が，医薬品や化学関連が多かったのに対し，第

2 次および第 3 次公募では，半導体関連の事業が多数を占め

た点が注目される。

7）「連携支援計画」は，2022 年 3 月末時点で 87 計画が承認さ

れ，このうち都道府県域を越えた計画は 15 件であった。し

かしながら，第 2期になり，大幅に減少してしまい，2024 年

4 月 1 日時点では，9 件，県を越えた連携としては，四国の

セルロースナノファイバーへの取り組みのみとなっている。
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